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平成28年度予算審査

税金の使い方が決まりました

総額	 490億	319万7千円
　　　　　　　　　　　（前年度　−12億5680万7千円）

一般会計予算	 295億5000万円
　　　　　　　　　　　（前年度　−8億5千万円）

特別会計予算	 174億2152万4千円
　　　　　　　　　　　（前年度　−4億6481万5千円）

国民健康保険特別会計 91億6241万4千円
介護保険特別会計 47億3949万6千円
後期高齢者医療特別会計 7億4103万9千円
公共下水道事業特別会計 17億5195万2千円
農業集落排水事業特別会計 8億9540万7千円
田原福祉専門学校特別会計 1億3121万6千円

企業会計(水道）	 20億3167万3千円
　　　　　　　　　　　（前年度　+5800万8千円）

市長から平成28年度の予算案が提出さ
れ、3月10日から4日間、予算決算委員会
を開催しました。
審査の結果、全ての予算案を可決し、平
成28年度の税金の使い方が決まりました。
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付
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。
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落
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反
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２
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介
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ら
れ
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収
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さ
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付
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例
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付
さ
れ
る
額
が
減
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込
み
で
す
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ら
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よ
り
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の
予
算
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模
は
縮
小
し
て
い
く
見

込
み
で
す
。
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を
行
っ
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す
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地方税制改正等に伴う田原市の今後の財政見通し 

【減収危機対応プラン】～渥美半島の元気創出に向けての財政方針～

平成 28年 2 月 田原市 

１ 税制改正に伴う市歳入（法人市民税等）の見通し  

○平成２６年度（2014 年度）税制改正において、地方間の税源偏在是正を目的と
して法人市民税の税率を１２．３％から９．７％へ引き下げ、その同額を国税化

（地方法人税）して地方交付税の原資とすることが決定されました。

○平成２８年度（2016 年度）税制改正では、平成２９年度からはさらに６．０％

に引き下げることが明らかになりました。

・それと同時に、消費税率引上げにより、従来は消費税率１．０％分であった地方

消費税交付金を平成２６年度から１．７％に引き上げ、平成２９年度の消費税率

１０％段階では１．７%から２．２％へ引き上げる予定とされています。

・また、この税制改正では、法人市民税の減収補填のため、法人事業税（県税）の

一部を市町村に交付する制度が平成２９年度から開始されることとなりました。

○本市への影響としては、法人市民税引き下げのほか、国税である法人税の税率も

引き下げが行われており、法人税額を課税標準とする法人市民税はさらなる減収

が見込まれます。

時期 

≪国税≫

法人税率

≪市税≫ 

法人市民税率
備考

～H26.9.30 25.5％ 12.3％ ※時期に記載された日以降に開始される事業年度

分から適用される。 

H26.9.30 までの税率を 100 とした場合、H30.4.1

以降の事業年度の税率は 44.38 となる。 

（法人税率×法人市民税率）

H26.10.1～ 25.5％ 9.7％ 

H27.4.1～ 23.9％ 9.7％ 

H28.4.1～ 23.4％ 9.7％ 

H29.4.1～ 23.4％ 6.0％ 

H30.4.1～ 23.2％ 6.0％ 

法人市民税法人税割額の推移 （単位：億円）

年度 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26
税 額 50.5 68.0 100.4 74.1 3.1 8.2 5.4 7.3 7.2 61.5

■税制改正の影響は、平成２７年度から一部が始まり、平年度化すると見込まれる

平成３１年度の減収額は▲３４億２３百万円（改正前の平成 26 年度決算額 61 億

5 千万円を基準に試算）に及びます。

・その一方で、消費税率引上げ及び法人事業税交付金創設による増収を試算（平成

26 年度決算値を基準）すると約１０億円（消費税約８億円、法人事業税交付金

約２億円）が見込まれるものの、法人市民税の減収分はとても補え切れません。


